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法人会は東京都の「地球温暖化対策報告書制度」を推進しています

法
人
会
の
平

成
30
年
度
税
制

改
正
に
関
す
る

提
言
が
、
９
月

21
日
の
全
法
連
理
事
会
で
承
認
さ
れ
た
。

東
法
連
で
は
、
９
月
11
日
開
催
の
理
事
会

で
原
案
を
説
明
す
る
と
と
も
に
、
10
月
の

全
国
大
会
以
降
、
実
現
を
目
指
し
て
東
法

連
、
各
単
位
会
と
も
積
極
的
な
要
望
活
動

を
展
開
し
て
い
く
こ
と
が
承
認
さ
れ
た
。

提
言
で
は
、「
基
本
的
な
課
題
」
と
し

て
「
Ⅰ
税
・
財
政
改
革
の
あ
り
方
」
で
、

１
．
財
政
健
全
化
に
向
け
て
と
題
し
、「
財

政
健
全
化
は
国
家
的
課
題
で
あ
り
、
歳
出
、

歳
入
の
一
体
的
改
革
に
よ
っ
て
進
め
る
こ

と
が
重
要
で
あ
る
。
歳
入
で
は
安
易
に

税
の
自
然
増
収

を
前
提
と
す
る

こ
と
な
く
、
ま

た
歳
出
に
つ
い

て
は
、
聖
域
を

設
け
ず
に
分
野

別
の
具
体
的
な

削
減
の
方
策
と

工
程
表
を
明
示

し
、
着
実
に
改
革
を
実
行
す
る
よ
う
求
め

る
。」
と
し
て
い
る
。

ま
た
、
２
．
社
会
保
障
制
度
に
関
す
る

基
本
的
な
考
え
方
で
は
、「
団
塊
の
世
代

す
べ
て
が
後
期
高
齢
者
と
な
る
『
２
０
２

５
年
問
題
』
が
ク
ロ
ー
ズ
ア
ッ
プ
さ
れ
る

よ
う
に
、
医
療
と
介
護
の
給
付
急
増
が
見

込
ま
れ
る
。
こ
れ
を『
重
点
化・効
率
化
』

に
よ
っ
て
可
能
な
限
り
抑
制
し
、
か
つ
適

正
な
『
負
担
』
を
確
保
し
て
い
か
な
け
れ

ば
、社
会
保
障
が
立
ち
行
か
な
く
な
る
。」

と
し
て
い
る
。

消
費
税
の
軽
減
税
率
は
問
題
多
く

10
％
ま
で
は
単
一
税
率
が
望
ま
し
い

消
費
税
引
き
上
げ
に
伴
う
措
置
で
は
、

「
税
率
10
％
程
度
ま
で
は
単
一
税
率
が
望

ま
し
い
。
軽
減
税
率
は
事
業
者
の
事
務
負

担
が
大
き
く
、
税
制
の
簡
素
化
、
税
務
執

行
コ
ス
ト
、
税
収
確
保
な
ど
の
観
点
か
ら

極
め
て
問
題
が
多
い
。」
と
し
て
い
る
。

ま
た
、
税
率
引
き
上
げ
に
向
け
て
は
、

「
現
在
施
行
さ
れ
て
い
る
『
消
費
税
転
嫁

対
策
特
別
措
置
法
』
の
効
果
等
を
検
証
し
、

中
小
企
業
が
適
正
に
価
格
転
嫁
で
き
る
よ

う
、
さ
ら
に
実
効
性
の
高
い
対
策
を
と
る

べ
き
で
あ
る
。」
と
し
て
い
る
。

法
人
実
効
税
率
の
更
な
る
引
き
下
げ
も

視
野
に
入
れ
る
必
要
が
あ
る

「
Ⅱ
経
済
活
性
化
と
中
小
企
業
対
策
」

で
は
、
法
人
実
効
税
率
に
つ
い
て
、「
Ｏ

Ｅ
Ｃ
Ｄ
加
盟
国
や
ア
ジ
ア
主
要
国
と
比
較

す
る
と
我
が
国
の
税
率
水
準
は
依
然
と
し

て
高
い
。
今
般
の
税
率
引
き
下
げ
の
効
果

等
を
確
認
し
つ
つ
、
国
際
競
争
力
な
ど
の

観
点
か
ら
さ
ら
な
る
引
き
下
げ
も
視
野
に

入
れ
る
必
要
が
あ
る
。」
と
し
て
い
る
。

ま
た
、
中
小
企
業
の
活
性
化
に
資
す
る

税
制
措
置
で
は
、「
中
小
法
人
に
適
用
さ

れ
る
軽
減
税
率
の
特
例
15
％
を
時
限
措
置

で
は
な
く
、
本
則
化
す
る
。
ま
た
、
８
０

０
万
円
以
下
に
据
え
置
か
れ
て
い
る
軽
減

税
率
の
適
用
所
得
金
額
を
、
少
な
く
と
も

１
６
０
０
万
円
程
度
に
引
き
上
げ
る
。」

こ
と
を
求
め
て
い
る
。

事
業
承
継
税
制
の
拡
充
で
は
、「
中
小

企
業
が
相
続
税
の
負
担
等
に
よ
り
事
業
が

継
続
で
き
な
け
れ
ば
、
我
が
国
経
済
社
会

の
根
幹
が
揺
ら
ぐ
。
先
般
、
納
税
猶
予
制

度
の
改
正
で
要
件
緩
和
や
手
続
き
の
簡
素

化
が
な
さ
れ
た
が
、
さ
ら
に
抜
本
的
な
見

直
し
が
必
要
で
あ
る
。」
と
し
て
い
る
。

な
お
、
提
言
全
文
は
、
全
法
連
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
に
掲
載
さ
れ
て
い
る
。

平
成
30
年
度
税
制
改
正
に
関
す
る
提
言
ま
と
ま
る

税制改正要望の報告を受ける東法連理事会
あいさつする
小林栄三会長
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自分のカラダと “がん ” のこと、ちょっとだけ考えてみませんか？

東
法
連
臨
時

総
会
が
９
月
11

日
、
全
法
連
会

館
で
開
催
さ
れ
、

田
中
光
史
氏
を

理
事
に
選
任
す
る
と
と
も
に
、
麹
町
法

人
会
と
丸
の
内
法
人
会
合
併
の
報
告
が

あ
っ
た
。

引
き
続
き
開
催
さ
れ
た
理
事
会
で
は
、

東
法
連
の
新
専
務
理
事
に
田
中
光
史
理

事
を
選
任
し
た
。

田
中
新
専
務
は
、

昭
和
57
年
に
国
税

庁
入
庁
。
本
年
７
月
、

国
税
庁
徴
収
部
長
を
最
後
に
退
官
、
福

島
県
出
身
、
58
歳
。

な
お
、
松
﨑
也
寸
志
前
東
法
連
専
務

理
事
は
、
６
月
21
日
、
全
法
連
専
務
理

事
に
就
任
し
て
い
る
。

そ
の
他
、
理
事
会
で
は
、
平
成
30
年

度
税
制
改
正
に
関
す
る
提
言
及
び
提
言

活
動
の
説
明
、「
ふ
や
そ
う
２
万
社
Ｇ

Ｏ
Ｇ
Ｏ
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
」
の
進
捗
状
況

等
の
報
告
が
あ
っ
た
。

東
法
連
は
９

月
８
日
、
Ｔ
Ｋ

Ｐ
東
京
駅
大
手

町
カ
ン
フ
ァ
レ

ン
ス
セ
ン
タ
ー

で
局
調
査
部
所
管
法
人
向
け
内
部
管
理

統
制
セ
ミ
ナ
ー
を
開
催
し
た
。
当
日
は
、

各
単
位
会
か
ら
会
員
、
一
般
の
方
々
な

ど
合
わ
せ
て
約
１
７
０
人
が
参
加
し
た
。

講
師
は
㈱
イ
ン
タ

ー
リ
ス
ク
総
研
上
席

コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
の

高
橋
敦
司
氏
で
、「
グ

ル
ー
プ
内
部
統
制
シ
ス
テ
ム
強
化
の
ポ

イ
ン
ト
」
と
題
し
講
演
し
た
。

講
演
で
は
、

グ
ル
ー
プ
会

社
に
よ
る
不

祥
事
が
グ
ル

ー
プ
経
営
に

与
え
る
影
響

が
大
き
い
こ

と
を
事
例
を
基
に
説
明
が
あ
り
、
グ
ル

ー
プ
内
部
統
制
の
必
要
性
を
強
調
し
た
。

内
部
統
制
の
推
進
に
は
親
会
社
に
よ
る

グ
ル
ー
プ
全
体
の
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン

ト
体
制
の
構
築
・
運
用
が
必
要
で
あ
り
、

取
り
組
み
の
プ
ロ
セ
ス
で
は
、「
リ
ス

ク
の
洗
い
出
し
」、「
リ
ス
ク
の
分
析
」、

「
リ
ス
ク
の
評
価
」、「
リ
ス
ク
対
策
の

検
討
・
実
施
」
を
行
い
、
モ
ニ
タ
リ
ン

グ
に
よ
り
進
捗
状
況
を
確
認
し
、
課
題

を
整
理
し
て
改
善
し
て
い
く
必
要
が
あ

る
と
の
説
明
が
あ
っ
た
。

東
法
連
は
、

第
９
回
組
織
拡

大
強
化
特
別
委

員
会
（
柳
田
道

康
委
員
長
・
渋

谷
法
人
会
会
長
）
を
、
８
月
29
日
、
全

法
連
会
館
で
開
催
し
、「
組
織
拡
大
強

化
に
お
け
る
現
状
と
課
題
」
及
び
「
役

員
一
人
一
社
運
動
な
ど
全
法
連
事
業
計

画
」
な
ど
に
つ
い
て
検
討
し
た
。

「
組
織
拡
大
強
化
に
お
け
る
現
状
と

課
題
」
で
は
、
４
月
に
各
法
人
会
へ
配

布
し
た
組
織
拡
大
強
化
マ
ニ
ュ
ア
ル
に

つ
い
て
、
役
員
が
特
に
必
要
と
す
る
部

分
を
抜
粋
し
た
「
役
員
版
」
の
紹
介
が

あ
っ
た
。
こ
れ
に
は
、
各
法
人
会
固
有

の
事
柄
を
盛
り
込
ん
で
お
り
、
各
法

人
会
分
を
個
別
に
作

成
し
て
い
る
。
ま
た
、

各
会
か
ら
の
要
望
に

応
じ
、
役
員
研
修
会

な
ど
で
、
こ
の
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
用
い
た

東
法
連
担
当
者
に
よ
る
研
修
な
ど
も
行

っ
て
い
る
。

「
全
法
連
の
事
業
計
画
」
で
は
、「
役

員
一
人
一
社
以
上
獲
得
」
目
標
が
紹
介

さ
れ
た
。
こ
れ
は
、
昨
年
度
の
全
国
の

会
員
数
が
80
万
社
を
下
回
っ
た
こ
と
か

ら
、
会
員
減
少
に
歯
止
め
を
か
け
る
た

め
、
最
大
限
の
努
力
を
行
い
、
前
年
以

上
の
会
員
数
確
保
を
目
指
す
と
い
う
も

の
で
あ
る
。
現
在
年
間
入
会
者
数
は
約

２
万
社
で
あ
り
、
仮
に
全
国
の
役
員
１

万
９
千
人
が
一
人
一
社
獲
得
す
れ
ば
、

３
万
９
千
社
の
入
会
者
数
と
な
り
、
年

間
退
会
者
数
が
３
万
３
千
社
（
平
成
28

年
度
）
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
十
分
会
員

数
の
増
加
が
見
込
め
る
こ
と
と
な
る
。

新
専
務
理
事
に
田
中
光
史
氏

東
法
連
臨
時
総
会・理
事
会

各
会
の
会
員
増
強
に
活
用

組
織
拡
大
強
化
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
作
成

局
調
査
部
所
管
法
人
向
け

内
部
管
理
統
制
セ
ミ
ナ
ー
を
開
催

講
師
は
イ
ン
タ
ー
リ
ス
ク
総
研・高
橋
敦
司
氏

東
法
連
組
織
拡
大
強
化
特
別
委
員
会

田中光史新専務理事

あいさつする
柳田道康委員長

講演する高橋敦司氏

熱心に聴講する参加者
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法人会は東京都の「地球温暖化対策報告書制度」を推進しています

東
法
連
は
広
報
委
員
会
（
渡
邊
省

吾
委
員
長
・
江

東
西
法
人
会
会

長
）
を
９
月
４

日
全
法
連
会
館

で
開
催
し
、
平

成
29
年
度
に
お
け
る
広
報
活
動
の
詳
細

を
決
定
し
た
。

「
税
を
考
え
る
週
間
」
に
は
昨
年
同

様
Ｊ
Ｒ
線
車
内
ま
ど
上
広
告
を
、
確
定

申
告
期
に
は
、都
営
地
下
鉄
ド
ア
横（
大

江
戸
線
は
ま
ど
上
）
広
告
を
行
う
こ
と

に
な
っ
た
。
ま
た
、
単
位
会
が
行
っ
て

い
る
広
報
活
動
に
つ
い
て
意
見
交
換
を

行
っ
た
。

Ｊ
Ｒ
線
車
内
ま

ど
上
広
告
は
、「
税

を
考
え
る
週
間
」

の
Ｐ
Ｒ
を
兼
ね
法

人
会
の
知
名
度
向
上
を
図
る
た
め
、
毎

年
１
都
６
県
（
東
京
・
神
奈
川
・
千
葉
・

埼
玉
・
茨
城
・
栃
木
・
群
馬
）
の
法
人

会
連
合
会
が
合
同
で
実
施
し
て
い
る
。

掲
出
期
間
は
11
月
６
日
か
ら
同
月
19

日
の
14
日
間
で
、（
一
部
の
路
線
は
11

月
１
日
か
ら
１
カ
月
間
）
山
手
線
、
中

央
線
、
京
浜
東
北
線
な
ど
首
都
圏
の
Ｊ

Ｒ
線
車
両
内
ま
ど
上
に
掲
出
す
る
。

掲
出
素
材
は
、
全
法
連
作
成
の
平
成

29
年
度
版
法
人
会
ポ
ス
タ
ー
を
横
版
に

変
更
し
、「
税
を
考
え
る
週
間
11
月
11

日
～
17
日
」
の
文
字
を
加
え
た
も
の
。

な
お
、
こ
の
期
間
に
は
全
法
連
が
全
国

紙
に
、
各
県
連
が
地
方
紙
に
法
人
会
の

組織拡大強化特別委員会
敬称略・法人会名簿順

（  ）内は所属法人会名
委員長
　柳田　道康 （渋谷）
委　員
　出井　久之 （麹町）
　齋藤　明人 （芝）
　加藤　高身 （本郷）
　我妻　和芳 （品川）
　下村　　博 （荏原）
　井上　雅雄 （大森）
　金山　　宏 （雪谷）
　伴　　良二 （蒲田）
　金子健太郎 （北沢）
　森　　　栄 （玉川）
　宮島　茂明 （中野）
　田中　晴弘 （荻窪）
　髙橋　利充 （練馬西）
　南山　幸弘 （豊島）
　水越　乙彦 （王子）
　近藤　俊彦 （足立）
　菅原　芳一 （本所）
　山浦　真一 （向島）
　高橋　芳久 （江戸川北）
　山本　和夫 （江戸川南）
　庄司　良雄 （江東西）
　岩田　利夫 （日野）
　安保　　満 （立川）
　安藤謙一郎 （青連協・八王子）
　森永　鈴江 （女連協・豊島）

広報委員会
敬称略・法人会名簿順

（  ）内は所属法人会名
委員長
　渡邊　省吾 （江東西）
副委員長
　小宮山宜克 （大森）
　古澤　　孝 （新宿）
委　員
　大島　　博 （日本橋）
　脇村　孝友 （京橋）
　佐久間克文 （芝）
　五十嵐正樹 （本郷）
　大石　哲也 （品川）
　深尾マリ子 （蒲田）
　野口　　明 （渋谷）
　森永　伸博 （荒川）
　小川　節子 （西新井）
　宮下　仁志 （葛飾）
　溝呂木　真 （江東東）
　小林　和人 （青梅）
　萩生田よし子 （日野）

広
告
記
事
を
掲
載
す
る
予
定
で
あ
り
、

相
乗
効
果
が
期
待
で
き
る
。

ま
た
、
都
営
地
下
鉄
線
ド
ア
横
広

告
は
、
ｅ
─
Ｔ
ａ
ｘ
の
Ｐ
Ｒ
を
兼
ね

確
定
申
告
期
の
来
年
２
月
に
行
う
。

実
施
路
線
は
浅
草
線
、
三
田
線
、
新

宿
線
、
大
江
戸
線
の
４
路
線
で
、
大

江
戸
線
は
空
き
が
無
い
た
め
、
ま
ど

上
広
告
と
な
る
見
込
み
で
あ
る
。

「
税
を
考
え
る
週
間
」に
Ｊ
Ｒ
線
ま
ど
上
広
告

確
定
申
告
期
に
都
営
地
下
鉄
ド
ア
横
広
告

東
法
連
広
報
委
員
会

あいさつする
渡邊省吾委員長

法人会ＪＲ線まど上ポスター

⑴	掲出期間：３線群（下記 アイウ）11月6日（月）～ 11月19日（日）
湘南新宿・上野東京ライン・常磐線中距離電車

（下記 エオ）11月1日(水)～11月30日(木)
⑵	掲出場所：車両内まど上
⑶	掲出路線
		  ア．京浜東北線群	（京浜東北線、根岸線、横浜線、南武線、鶴見線、
					     相模線、埼京線、りんかい線）
		  イ．山 手 線 群	（山手線、常磐線快速・成田線、常磐線各駅停車・
					     地下鉄千代田線直通）
		  ウ．中 央 線 群	（中央線快速、中央総武線各駅停車、京葉線、青梅線、
					     五日市線、武蔵野線）
		  エ．湘南新宿ライン・上野東京ライン（宇都宮線・高崎線を含む）
		  オ．常磐線中距離電車
⑷	掲出車両数：7,500両 （１両１枚・10両編成の場合10枚）
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自分のカラダと “がん ” のこと、ちょっとだけ考えてみませんか？

東
法
連
第
１

回
厚
生
共
益
事

業
委
員
会
（
松

本
光
史
委
員

長
・
江
東
東
法

人
会
会
長
）
が
、
８
月
30
日
、
全
法
連

会
館
で
開
催
さ
れ
、
新
規
共
益
事
業
と

し
て
「
家
賃
保
証
制
度
」、「
Ｂ
Ｍ
Ｗ
Ｊ

Ａ
Ｐ
Ａ
Ｎ
優
待
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
に
つ
い

て
審
議
し
、
導
入
を
決
定
す
る
と
と
も

に
、「
ふ
や
そ
う
２
万
社
Ｇ
Ｏ
Ｇ
Ｏ
キ
ャ

ン
ペ
ー
ン
」
の
進
捗
状
況
に
つ
い
て
報

告
が
あ
っ
た
。

賃
貸
人
・
テ
ナ
ン
ト
双
方
に

メ
リ
ッ
ト
の
あ
る
制
度

「
家
賃
保
証
制

度
」
は
、
テ
ナ
ン

ト
の
賃
料
滞
納
が

発
生
し
た
場
合
に
、

賃
貸
人
ま
た
は
不
動
産
管
理
会
社
に
代

わ
り
入
居
者
へ
の
督
促
、
法
的
対
応
等

を
行
い
、
未
納
の
場
合
は
保
証
機
関
が

代
位
弁
済
す
る
も
の
で
あ
る
。

保
証
範
囲
は
賃
料
、
共
益
費
に
加
え
、

光
熱
費
な
ど
の
変
動
費
、
現
状
回
復
費

用
、
回
収
督
促
、
法
的
費
用
が
含
ま
れ

る
。
保
証
料
は
原
則
テ
ナ
ン
ト
が
支
払

う
。賃

貸
人
や
不
動
産
管
理
会
社
は
、
保

証
料
の
負
担
な
く
滞
納
リ
ス
ク
に
備
え

る
こ
と
が
で
き
、
回
収
業
務
の
負
担
も

大
幅
に
軽
減
さ
れ
る
。
ま
た
、
月
額
賃

料
の
24
か
月
分
ま
で
保
証
さ
れ
る
た
め
、

高
額
の
保
証
金
を
テ
ナ
ン
ト
か
ら
預
か

る
必
要
が
な
く
、
入
居
率
の
向
上
が
見

込
め
る
。

テ
ナ
ン
ト
は
、
保
証
料
の
負
担
は
あ

る
も
の
の
、
高
額
な
保
証
金
を
用
意
す

る
必
要
が
な
い
た
め
、
初
期
費
用
を
削

減
で
き
る
。
賃
貸
人
・
テ
ナ
ン
ト
双
方

に
と
っ
て
メ
リ
ッ
ト
の
あ
る
制
度
で
あ

る
。

Ｂ
Ｍ
Ｗ
が
８
％
割
引

「
Ｂ
Ｍ
Ｗ 

Ｊ
Ａ
Ｐ
Ａ
Ｎ
優
待
プ
ロ
グ

ラ
ム
」
は
、
法
人
会
会
員
限
定
の
制

度
で
、
車
両
本
体
価
格
か
ら

８
％
割
引
さ
れ
る
。

こ
の
プ
ロ
ク
ラ
ム
を
利
用

す
る
た
め
に
は
、
①
東
法
連

会
員
専
用
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
内

の
Ｂ
Ｍ
Ｗ
Ｊ
サ
イ
ト
へ
各
種

情
報
を
入
力
、
②
所
属
法
人

会
が
発
行
す
る
「
会
員
確
認

書
」
を
、
都
内
Ｂ
Ｍ
Ｗ
正
規

デ
ィ
ー
ラ
ー
へ
提
出
し
商
談

を
進
め
る
。

ふ
や
そ
う
２
万
社
Ｇ
Ｏ
Ｇ
Ｏ

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

７
月
末
進
捗
率
は
26
・
６
％

「
ふ
や
そ
う
２
万
社
Ｇ
Ｏ

Ｇ
Ｏ
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
」
に
つ

い
て
、
東
法
連
の
年
間
目
標
、

新
規
加
入
企
業
数
４
０
５
９
社
に
対

し
、
年
間
の
３
分
の
１
を
経
過
し
た
７

月
末
現
在
、
１
０
８
０
社
で
、
進
捗
率

26
・
６
％
で
あ
る
と
の
報
告
が
あ
っ
た
。

こ
れ
は
、
４
月
の
保
険
料
値
上
げ
の
影

響
が
あ
っ
た
も
の
で
、
４
～
６
月
決
算

で
は
、
各
保
険
会
社
は
軒
並
み
減
収
と

な
っ
て
い
る
。
下
半
期
に
期
待
し
た
い
。

な
お
、
全
法
連
の
年
間
目
標
２
６
５
１

１
社
に
対
し
て
は
７
９
７
８
社
で
、
進

捗
率
30
・
１
％
で
あ
る
。

厚生共益事業委員会
敬称略・法人会名簿順

（  ）内は所属法人会名
委員長
　松本　光史 （江東東）
副委員長
　広瀬　　淡 （北沢）
　相原　光良 （練馬東）
委　員
　瀬谷　達郎 （麹町）
　長谷川博司 （神田）
　片岡　雅敦 （麻布）
　山下慎一郎 （品川）
　勝山　宏則 （荏原）
　醍醐　正明 （雪谷）
　倉持　三夫 （目黒）
　鈴木　　但 （豊島）
　酒井　克昌 （王子）
　髙橋　則子 （向島）
　遠藤　廣吉 （江戸川北）
　杉浦　　隆 （町田）
　井上　嘉明 （東村山）
特別委員
　小池　道子 （青連協・練馬西）

新
規
共
益
事
業

家
賃
保
証
制
度
の
導
入
な
ど
を
決
定

東
法
連
厚
生
共
益
事
業
委
員
会

あいさつする
松本光史委員長

家賃保証制度の保証内容
項　目 内　容

対 象 事業用物件
審 査 保証会社の審査による
保 証 期 間 入居（保証開始）～退去（解約・明渡し）

※初回契約から２年間、以後2年毎の自動更新

保 証 範 囲

①月額賃料等（賃料・共益費・月額固定費用）
②変動費（光熱費）
③原状回復費用
④回収督促・その他法的手続き費用
※違約金は対象外

保証限度額
上記①　月額賃料の24ヵ月分相当額
上記②　30,000円／月
上記③　賃料等4か月分

保 証 料 初回保証料　月額賃料×８０％
更新保証料　月額賃料×３０％　※2年自動更新

業務委託料 月額賃料×7%（税込）　初回のみ支払
そ の 他 自然人（≒賃借人の代表取締役）の連帯保証1名必要
※制度設計：三井住友海上火災保険株式会社　保証：株式会社イントラスト


